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●１  設置場所  
規則第 12 条第 1 項第 4 号の規定によるほか、非

常電源の設置場所は、建築物の屋上等の水没のおそれ
の少ない場所に設置すること。 ☆ 

◇平成 24 年 1 月 1 日追加

●２  不燃専用室等  
(1) 規則第 12 条第 1 項第 4 号イ(ﾆ)、同号イ(ﾎ)(1)
の「専用の室」とは、次による非常電源専用室（以
下「不燃専用室」という。）をいう。 

ア  不燃材料で造られた壁、柱、床、天井で区画さ
れている（以下「不燃区画」という。）不燃室で
あること。なお、巾木、廻り縁等を設ける場合に

は不燃材料とすること。 ☆ 
イ  不燃区画に設ける 150φ以上の換気口等には
ＦＤ、窓などの開口部及び出入口（常時出入りす

る部分に設けるものにあっては、自動閉鎖装置等
により常時閉鎖となること。親子扉の場合には順
位調整器を設けること。）の防火設備又は特定防

火設備である防火戸が設けてあること。ただし、
自家発電設備によるもので、原動機の給気及び排
気に供するダクト、ガラリ等で外壁面に設けるも

のにあっては、この限りでない。  
また、非常電源用の自家発電設備と変電設備が

同一区画内に存在する場合の外壁面に設けるダ

クト、ガラリ等にあっては、当該ダクト等が延焼
のおそれのある部分に存在しない場合には上記
と同様とする。延焼のおそれのある部分に存在す

る場合はダクト等にＦＤを設け、非常電源用の自
家発電設備の給気は延焼のおそれのない部分か
ら直接給気できる様に措置をすること。 ☆     

   ウ  不燃区画を貫通する管、配線等の貫通部分は、
不燃材等で充填してあること。 

◇(1)ア・イ平成 2７年 1 月 1 日改訂 

(2) 規則第 12条第 1項第 4号イ(ﾆ)(1)、同号イ(ﾎ)(3)
の「不燃材料で区画された……その他これらに類す
る室」とは、前ア～ウのほか、その区画にボイラー

等の火気使用設備及び多量の可燃物がない電気室、
機械室等（以下「不燃区画機械室」という。）をい
う。 ☆ 

●３  専用受電設備 
非常電源専用受電設備は、キュービクル式非常電源

専用受電設備の基準（昭和50年消防庁告示第7号）、
配電盤及び分電盤の基準（昭和 56 年消防庁告示第
10 号）によるほか、次によること。 

(1) 規則第 12条第 1項第 4号イ(ﾆ) (1)に規定する場
所に設置する高圧又は特別高圧で受電するキュービ
クル式のものは、原則として認定品を設置すること。  

 (2) 高圧又は特別高圧で受電する非常電源専用受電
設備は、次のいずれかによること。 
ア  不燃専用室に設置すること。 ★ 

イ  キュービクル式のものにあっては、不燃専用室、
不燃区画機械室又は屋外若しくは耐火建築物の
屋上に設置すること。 ☆ 

ウ  屋外又は主要構造部を耐火構造とした建築物
の屋上に設置するものにあっては、隣接する建築
物又は工作物並びに当該設備が設置された建築

物等の開口部から 3ｍ以上の距離を有して設置す
ること。ただし、隣接する建築物又は工作物の部
分を不燃材料で造り、当該建築物等の開口部に、

150φ以上の換気口等にはＦＤ、窓などの開口部
及び出入口（常時出入りする部分に設けるものに
あっては、自動閉鎖装置等により常時閉鎖となる

こと。親子扉の場合には順位調整器を設けるこ
と。）には防火設備又は特定防火設備である防火
戸が設けてある場合は、この限りでない。（次図

参照） ☆ 
◇ウ平成 2７年 1 月 1 日改訂 

(3) 低圧で受電する非常電源専用受電設備の配電盤、
分電盤（以下「配電盤等」という。）の設置場所は
次表によるものとし、原則として認定品とするこ

と。（※は、前記(2)第 1 図参照） 

設置場所 
非常用配電盤等の

種類 

不燃専用室 
第 1 種配電盤等 
第 2 種配電盤等 
その他の配電盤等

建
築
物
等

隣
地
境
界

Ａ Ｂ 

Ａ、Ｃ、Ｄ：3ｍ以上 

Ｂ：道路、河川及び公共の公園等並びに非常電源専
用受電設備から 3ｍの範囲を有効に不燃材で遮
へいしたものを除き 3ｍ ★ 

主要構造部を耐火構
造とした建築物等 

建
築
物
等

Ｃ Ｄ 

非常電源専用受電設備

3m 未満の範囲は上下方向にも及ぶものであるが、設

置階の屋上部分に高さ 110cm 以上で耐火構造のパラ
ペット、手摺壁を設けた場合は下階の部分について
は、その限りでない。

3m 未満の範囲 

不燃材料の壁＋ 

防火設備の範囲 

屋上設置

パラペット等

※ 防火上有効なパ

ラペット等を設け
た場合に不燃材料
等の措置を必要と

しない部分
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屋外又は主要構造部を耐火構
造とした建築物の屋上（隣接す
る建築物等から 3ｍ以上の距

離を有する場合又は当該受電
設備から 3ｍ未満の範囲の隣
接する建築物等の部分が不燃

材料で造られ、かつ、当該建築
物等の開口部に防火設備が設
けられている場合に限る。）※

第 1 種配電盤等 
第 2 種配電盤等 
その他の配電盤等

不燃材料で区画された変電設
備室、機械室等及びその他これ
に類する室（火災の発生するお

それのある設備又は機器が設
置されているものを除く。） 

第 1 種配電盤等 
第 2 種配電盤等 

上記以外の場所 ※ 第 1 種配電盤等 

★         ◇(3)平成 24年1月１日改訂 

(4) 開閉器には消防用設備等の名称を赤色で表示す
ること。 

(5) 高圧又は特別高圧で受電する非常電源専用受電

設備（キュービクル式を除く。）の機器及び配線は、
非常電源回路に直接関係のない機器及び配線と容
易に識別できるように隔離又は不燃材料の隔壁で

遮へいすること。 ☆ 
(6) 引込線取付点（電気事業者用の貸室等がある場合
は、当該室等の引出口）から非常電源の専用区画等

までの回路を耐火配線とすること。★ ただし、次
のいずれかによる場合は、この限りでない。 
ア  地中埋設 ☆ 

イ  別棟、屋外、屋上又は屋内側の開口部からの火
炎を受けるおそれが少ない場所 ☆ 

ウ  不燃材料で区画されたボイラー等の火気使用

設備のない電気室、機械室等 ☆ 
(7) 引込回路に設ける電力量計、開閉器、その他これ
らに類するものは、前号イ、ウ、その他これらと同

等以上の耐熱効果のある場所に設けること。ただし、
(3)の配電盤等に準じた箱に収納した場合は、この
限りでない。 ☆ 

(8) 次表の保有距離を確保すること。 ☆ 

保有距離 

確保部分 
保有距離 

配
電
盤
等

操作面 
1ｍ以上 
ただし、操作を行う面が相互に面

する場合は 1.2ｍ以上 

点検面 

0.6ｍ以上 

ただし、点検に支障とならない部
分については、この限りでない。

換気口を

有する面
0.2ｍ以上 

変
圧
器
・

コ
ン
デ
ン
サ

点検面 
0.6ｍ以上 
ただし、点検に支障とならない部
分については、この限りでない。

その他の
面 

0.1ｍ以上 

キ
ュ
ー
ビ
ク
ル
式
の
周
囲

操作面 

屋
内
に
設
け
る
場
合

1.0ｍ
以上 

屋
外
に
設
け
る
場
合

1ｍ以上 

ただし、隣接する
建築物又は工作
物の部分を不燃

材料で造り、当該
建築物の開口部
に防火設備を設

けてある場合は、
屋内に設ける場
合に準じること

ができる。 

点検面 
0.6ｍ

以上 

換気口を
有する面

0.2ｍ
以上 

キュービクル式
とこれ以外の変
電設備、発電設

備及び蓄電池設
備間 

1ｍ以上 

●４  自家発電設備 
自家発電設備の基準（昭和48年消防庁告示第1号）

によるほか、自家発電設備は、次によること。 

(1) 原則として認定品を設置すること。 
(2) 設置場所は、次によること。 
ア  不燃専用室に設置すること。 ☆ 

イ  キュービクル式のものにあっては、不燃専用室、
不燃区画機械室又は屋外若しくは建築物の屋上
に設置すること。 ☆ 

ウ  前記(1)以外のものを屋外又は主要構造部を耐
火構造とした建築物の屋上に設置するものにあ
っては、隣接する建築物又は工作物並びに当該設

備が設置された建築物等の開口部から3ｍ以上の
距離を有して設置すること。ただし、隣接する建
築物又は工作物の部分を不燃材料で造り、当該建

築物等の開口部に、150φ以上の換気口等にはＦ
Ｄ、窓などの開口部及び出入口（常時出入りする
部分に設けるものにあっては、自動閉鎖装置等に

より常時閉鎖となること。親子扉の場合には順位
調整器を設けること。）には防火設備又は特定防
火設備である防火戸が設けてある場合は、この限

りでない。 ☆    ◇ウ平成 2７年 1 月 1 日改訂 
(3) 原動機への給気は、他の部屋及び建築物等の火災
により遮断されないものであること。 

(4) 原動機への給気を電動機の機械給気による場合
は、当該電動機の電源も自家発電設備から供給する
等、商用電源が停電しても給気できる措置をとるこ

と。 
(5) 自家発電設備の容量は、次によること。 
ア  自家発電設備に係る負荷全てに所定の時間供

給できる容量であること。ただし、同一敷地内の
異なる防火対象物の消防用設備等に対して非常
電源を共用し、一つの自家発電設備から電力を供

給する場合で、防火対象物ごとに当該消防用設備
等が独立して使用されるものは、その防火対象物
のうち最大となる容量がある場合は、この限りで

ない。 ☆ 
イ  自家発電設備は、全負荷同時起動できるもので
あること。ただし、全ての消防用設備等に 40 秒

以内に電力を供給でき、且つ、逐次 5 秒以内に順
次電力を供給できる場合は、この限りでない。 ☆  

(6) ガスを燃料とする原動機による自家発電設備（以

下「ガス発電設備」という。）は、次によること。 
ア  ガス事業法第 2 条第 9 項に規定するガス事業
者により供給されるガスを燃料とする原動機に

よる自家発電設備で、当該ガス事業者からの供給
系統について社団法人日本内燃力発電設備協会
の「ガス専焼発電設備を設置する場合における主

燃料の安定供給の確保に係る評価委員会」の評価
により安定供給の認定を受けた場合は、予備燃料
を設置しないことができる。 

なお、この場合の評価の対象は防火対象物ごと
であり、ガス製造設備出口バルブから対象発電機
の区分バルブまでであること。 ☆ 

◇ア後段平成 24 年 1 月 1 日追加 
イ  ガス供給配管系統をガス発電設備以外の他の
火気使用設備等と共有する場合は、他の火気使用

設備によりガス発電設備に支障が生じない措置
を講じること。 ★ 

ウ  ガス発電設備、その他の火気使用設備へのガス

を供給する配管には緊急ガス遮断装置を設け、そ
れらは防災センター等から遠隔で操作できるよ
うにすること。そのうちガス発電設備に設けるも

のは専用とすること。 ☆ 
エ  ガス発電設備を設置されている部分には、ガス
漏れ警報設備を設置すること。 ☆ 
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オ  ガス漏れ警報設備の検知器は、ガス発電設備が

設置されている部屋、ガス発電設備のシュラウド
内、ガス供給管の外壁貫通部及び非溶接接合部付
近に設け、その作動が防災センター等で確認でき

ること。 ☆ 
(7) 自家発電設備の保有距離は、次表によること。 ★ 

保有距離確保部分 保有距離 

発電機・原

動機本体

相 互 間 1ｍ以上 

周 囲 0.6ｍ以上 

操 作 盤

操 作 面

1.0ｍ以上 

ただし、操作を行う面
が相互に面する場合は
1.2ｍ以上 

点 検 面

0.6ｍ以上 
ただし、点検に支障と
ならない部分について

は、この限りでない。

換気口を

有する面 
0.2ｍ以上 

燃 料 タン
クと原動

機の間 
（ 燃 料一
体型のキ

ュービク
ル式を除
く。） 

燃料、潤滑
油、冷却水
等を予熱

する方式
の原動機 

2ｍ以上 

ただし、不燃材料で有
効に遮へいした場合
は、0.6ｍ以上 

そ の 他の
もの 

0.6ｍ以上 

●５  蓄電池設備 
蓄電池設備の基準（昭和 48 年消防庁告示第 2 号）

によるほか、蓄電池設備は、次によること。ただし、
消防用設備に内蔵するものは除く。 

(1) 原則として認定品を設置すること。   
(2) 設置場所は、次によること。 
ア  不燃専用室に設置すること。 ☆ 

イ  キュービクル式のものにあっては、不燃専用室、
不燃区画機械室又は屋外若しくは建築物の屋上
に設置すること。 ☆ 

ウ  前記(1)以外のものを屋外又は主要構造部を耐
火構造とした建築物の屋上に設置するものにあ
っては、隣接する建築物又は工作物並びに当該設

備が設置された建築物等の開口部から 3ｍ以上
の距離を有して設置すること。ただし、隣接する
建築物又は工作物の部分を不燃材料で造り、当該

建築物等の開口部に、150φ以上の換気口等には
ＦＤ、窓などの開口部及び出入口（常時出入りす
る部分に設けるものにあっては、自動閉鎖装置等

により常時閉鎖となること。親子扉の場合には順
位調整器を設けること。）には防火設備又は特定
防火設備である防火戸が設けてある場合は、この

限りでない。 ☆ ◇ウ平成 2７年 1 月 1 日改訂 
 (3)   充電装置を蓄電池室内に設置する場合は、鋼製

の箱に収容すること。 ★ 

(4)   充電電源の配線は、配電盤又は分電盤からの専
用回路とし、開閉器には、その旨の表示をするこ
と。 ★ 

(5) 蓄電池設備の保有距離は、次表によること。 ☆ 

保有距離確保部分 保有距離 

充電装置

操作面 1ｍ以上 

点検面 0.6ｍ以上 

換気口を有
する面 

0.2ｍ以上 

蓄 電 池 点検面 0.6ｍ以上 

列の相互間

0.6ｍ以上 
架台等に設ける場合で、
蓄電池の上端の高さが

床面から 1.6ｍを超える
ものにあっては、1.0ｍ
以上 

その他の面
0.1ｍ以上 
ただし、電槽相互間は除
く。 

●６  燃料電池設備 
燃料電池設備の基準（平成18年消防庁告示第8号、

以下「燃料電池告示」という。）によるほか、燃料電
池設備は、次によること。ただし、消防用設備に内蔵

するものは除く。 
(1) 原則として認定品を設置すること。  
(2) 設置場所は、次によること。 

ア  不燃専用室に設置すること。 ☆ 
イ  キュービクル式のものにあっては、不燃専用室、
不燃区画機械室又は屋外若しくは建築物の屋上

に設置すること。 ☆ 
ウ  前記(1)以外のものを屋外又は主要構造部を耐
火構造とした建築物の屋上に設置すること。 ★ 

(3) 燃料電池告示第2第7号ロのガス事業者により供
給されるガス（必要ガス量を常時貯蔵している場合
は除く。）を燃料とする場合は、前記●自家発電設

備(6)ア及びイによること。 ☆ 
(4) 燃料電池設備の保有距離は、次表によること。 
 ★ 

保有距離確保部分 保有距離

燃料電池・改質装置収納箱

操作面 1ｍ以上 

点検面 0.6ｍ以上

換気口を
有する面

0.2ｍ以上

燃料貯蔵容器 

（高圧ガス保安法（昭和
26 年法律第 204 号）第 2
条の規定による高圧ガス

を用いるものに限る。） 

高圧ガス保安法の規定

による距離 

◇●6 平成 24 年 1 月 1 日追加

●７  容量  
非常電源の容量は、当該消防用設備等の規定による

ほか次によること。 
(1) 消防用設備等に係る負荷全てに所定の時間供給
できる容量であること。ただし、同一敷地内の異な

る防火対象物の消防用設備等に対して非常電源を
共用し、一つの非常電源から電力を供給する場合で、
防火対象物ごとに当該消防用設備等が独立して使

用されるものは、その防火対象物のうち最大となる
ものに供給できる容量があることで足りるもので
あること。 ☆ 

(2) 消防用設備等の使用時のみ一般負荷を遮断する
方式で、次に適合するものは、当該一般負荷の容量
は除くことができる。 

ア  非常電源を供給される消防用設備等の加圧送
水装置及び排煙機の起動時に一般負荷を遮断す
るもの。 ☆ 

イ  前アの一般負荷遮断方式は、自動とし、復旧は
手動とすること。 ☆ 

ウ  一般負荷を遮断する操作回路等の配線は、耐火

又は耐熱配線とすること。 ☆ 
エ  一般負荷を遮断する機器等は、発電機室、不燃
区画機械室等の容易に点検できる場所に設置し、

当該機器には、その旨の表示を付すること。 ☆ 
◇ア・ウ平成 28 年 4 月 1 日ただし書き削除 

(3) 移動式の不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火
設備及び粉末消火設備並びにパッケージ型消火設
備の表示灯の電源を自家発電設備、蓄電池設備又は
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燃料電池設備から供給する場合は、その表示灯を

20 分以上点灯することができる容量以上とするこ
と。              ◇(3)平成 26 年 1 月 1 日追加 

◆  通知 

○  計画停電（長時間停電）中の消防用設備等の
非常電源の取り扱いについて

平成 23 年 4 月 15 日新消設第 3 号設備保安課長 

東日本大震災の影響により、東北電力株式会社管内
においても電力供給の逼迫が予想され、長時間にわた
り停電となることが計画されています（以下「計画停

電」という。）。このような状況において、消防用設備
等の非常電源（自家発電設備、蓄電池設備及び燃料電
池設備）を一般電灯負荷等に供給する場合及び火災時

にのみ非常電源を供給するように改造する場合の取り
扱い等を下記のとおりとしましたので、関係者への周
知をお願いいたします。 

記 
1  非常電源の一般電灯負荷等への供給 

消防用設備等の非常電源を一般電灯負荷等に供給

することは、非常電源が次のいずれかに該当し、かつ、
消防用設備等の非常電源として必要とされる燃料分
が確保されている場合に可能であること。 

(1) 一般電灯負荷等を含めた非常電源の負荷容量が
確保されていること。 

(2) 火災時には消防用設備等の非常電源が確保され

るよう自動火災報知設備等の信号により、一般電灯
負荷等が自動的に遮断される措置がされているこ
と。 

2  火災時にのみ非常電源を供給すること 
(1) 低電圧または停電時に自家発電設備が火災時に

のみ運転する（例として低電圧信号及び自動火災報

知設備の発報信号（他にはスプリンクラー設備の作
動信号等）のＡＮＤにより自家発電設備が自動運転
するような措置、以下「自火報連動運転」という。）

ように改造する場合は、自動火災報知設備の予備電
源以外に自動火災報知設備を 3 時間以上作動させ
ることのできる蓄電池設備等の非常電源を設ける

こと。 
(2) 既存の対象物で自火報連動運転となっているも

のは、自動火災報知設備の予備電源（警戒のみの場

合は 1 時間程度）が、長時間の停電により全放電す
ると自家発電設備を手動で起動しなければならな
い場合があることを関係者に周知すること。  

3  その他 
(1) 上記 1 及び 2(1)の場合について、新たにその措置

をする場合は、消防用設備等の設置届（非常電源に

係わるもので、工事種別は「改造」に該当し、現場
検査を省略できるものであること。また、設置届に
は、それらの措置が分かる図書を添付させるものと

し、その他の試験結果報告書は省略できるものであ
ること。）が必要であること。その場合に、新たに
負荷が増加するときは、昭和 63 年 8 月 1 日付け消

防予第 100 号消防庁予防課長通知の「消防用設備等
の非常電源として用いる自家発電設備の出力の算
定について」により消防用設備等を含めた合計の負

荷を有効に作動させることができることを確認す
ること。 

(2) 自家発電設備の機能の確保 

消防用設備等の非常電源として自家発電設備を用
いている場合にあっては、自家発電設備について、
必要な燃料の確保等に努めるとともに、常用電源復

旧後、直ちに運転を停止（常用電源復旧時、自動的
に運転を停止するものを除く。）し、燃料の補給等
により、火災時の機能に支障のないように措置する

こと。 
(3) 平常時の想定を超えて長時間自家発電設備を運

転することにより、消防法による一般取扱所または

新潟市火災予防条例による少量危険物の規制を新
たに受ける場合があるため、必要に応じて計画停電
時の 1 日当たりの消費量等を確認し、該当する場合

には必要な手続きをとらせること。 

○  非常電源（自家発電設備）の点検基準等の一
部改正に係る運用について（通知）

平成 30 年 12 月 20 日新消予第 161 号 

消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結
果報告書に添付する点検票の様式の一部を改正する件
（平成 30 年消防庁告示第 12 号）が公布されたことに

伴い、消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点
検結果報告書に添付する点検票の様式の一部を改正す
る件の交付について（平成 30 年 6 月 1 日付け消防予第

372 号）が発出され、非常電源（自家発電設備）の点検
方法を合理化する等の整備が行われました。 
また、本整備等に伴い、消防用設備等の点検要領の一

部改正及び消防法上の取り扱いに関する質疑応答も示
されたことから、当市における運用については下記の
とおりとするので通知します。 

記 

1 対象範囲 
消防用設備等の非常電源として自家発電設備が設

置されている防火対象物 

2  指導方法 
(1) 消防用設備等点検結果報告書の受付方法 

別紙１フローチャートによること。 

(2) 点検票記載内容の確認 
   別紙２を参照し、次の事項に留意し確認すること。 

ア 点検実施者及び点検結果の留意事項 

(ｱ) 点検実施者が作成する点検票の運転性能欄に
必要事項が全て記入されていれば、運転性能点検
の結果の詳細な記録を添付する必要はないもの

であること。 
(ｲ) 非常電源（自家発電設備）の点検は、消防法に

基づく点検以外にも電気事業法に基づく点検や、

自主的なメーカー保守点検等が行われており、特
に電気事業法に基づく点検では、１年又は３年に
一回建物を停電させる点検が実施されているこ

とから、当該点検の機会を捉えて、消防法上の点
検を併せて実施することが望ましいこと。 

(ｳ) 非常電源（自家発電設備）の点検が、消防法上

の点検と併せて実施できない場合は、電気事業法
に基づく点検や、自主的なメーカー保守点検等で、
運転性能点検の項目又は予防的な保全策の項目

を包含する点検が行われている場合は、当該点検
を以て消防法上の点検を実施したものとして取
り扱って差し支えないものであること。この場合、

点検票の運転性能欄に結果を記載することは適
切ではないことから、運転性能欄の措置内容欄に
別紙である旨を記載させ、別紙として該当する点

検の結果を添付すること。 
イ 運転性能点検の種別及び留意事項 

運転性能点検の種別は、実負荷運転、擬似負荷運

転又は内部観察等のいずれを選択しても構わな
いものであること。 

(ｱ) 点検項目における負荷運転の点検方法として

「疑似負荷装置、実負荷等により定格回転速度及
び定格出力の３０％以上の負荷で必要な時間連続
運転を行い確認する。」とは、出力に余裕を持って

設計された自家発電設備において、設計上想定さ
れている負荷が３０％を下回ることが確認できる
場合にあっては、当該負荷相当の負荷運転の点検

で足りるものであること。また、上記負荷率未満
であっても、負荷運転の実施が確認できれば、点
検実施済みとして受理すること。（但し、定格回転

速度及び定格出力の３０％以上の負荷、又は当該
負荷相当の負荷で点検することが望ましい旨を指 
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導すること。） 

また、必要な時間については、負荷運転を実施し
て、点検基準に定める事項を確認することが目的で
あるため、負荷運転はこれらの確認に要する時間行

えば足りるものであること。 
(ｲ) 内部観察等による点検方法として、「オイルパン

等から潤滑油を必要量抜き取り、潤滑油の成分に

異常が ないか確認する。」、「冷却水ドレインコッ
ク等から、冷却水を必要量抜き取り、冷却水の成
分に異常のないことを確認する。（水冷式内燃機関

に限る。）」については、潤滑油や冷却水の交換を
行うだけでは、当該点検を行ったことにはならな
いものであること。 

ウ  予防的な保全策の実施結果の確認方法及び留意
事項 
(ｱ) 運転性能に係る点検を実施した年においては、

運転性能の維持に係る予防的な保全策を講じてい
ることを示す書類の添付は不要であること。 

(ｲ) 非特定防火対象物に消防用設備等の非常電源と

して自家発電設備が設置されている場合、点検報
告の期間は３年ごとに１回であるが、報告時に添
付する運転性能の維持に係る予防的な保全策を講

じていることを示す書類については、直近に講じ
たもののみを添付することで足りるものとする。 

(ｳ) 点検結果を報告する年と運転性能に係る点検を

実施した年が異なる場合は、点検基準別記様式第
２４（その３）の備考欄に運転性能に係る点検（負
荷運転又は内部観察等）の最終実施年月日を記載

し、直近に講じた予防的な保全策を講じているこ
とを示す書類を添付すれば、「運転性能」欄の点検
結果の記載は不要であること。 

(ｴ) 予防的な保全策の実施者は必ずしも点検資格者
でなくて構わないものであること。また、点検票
に添付する様式は「運転性能の維持に係る予防的

な保全策（参考例）」に限らず、メーカー保守点検
等の結果で運転性能の維持に係る予防的な保全策
として確認すべき項目が包含されているものであ

れば構わないものであること。 
(3) 消防用設備等点検結果報告書の収受時の留意事

項 

点検結果内容にすぐに補正できない不備事項等
がある場合は、別紙３「消防用設備等点検結果報告
書受付時の不備事項の対応について」の記載例を参

照し、返却する副本の備考欄に記載すること。また、
正本にも同様に記載し、査察対象物担当者に引き継
ぐこと。なお、引き継がれた担当者は、継続指導す

ること。 
(4) その他 

非常電源（自家発電設備）を設置している防火対

象物関係者に対し、点検報告の受付対応時又は立入
検査等の機会を捉え、改正後の運転性能点検の制度
について、別添リーフレットを活用し周知徹底を図

ること。 
3 消防庁通知（参考） 

(1) 消防用設備等の点検要領の一部改正について

（平成 30 年６月１日付け消防予第 373 号）（省略） 
(2) 消防用設備等に係る執務資料の送付について
（平成 30年８月２４日付け消防予第 528号）（省略） 
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※「運転性能の維持に係る予防的な保全策」を一度でも未実施の年がある場合

は、「運転性能点検」の実施が必要となるため注意すること。 

※ 
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■  Ｑ＆Ａ ☆ 

（複合用途に対する非常電源の考え方） 
Ｑ  (16)項イ（特定複合用途）の(7)項（学校）部分に
設置が必要となった屋内消火栓設備の非常電源は特

定用途で 1,000 ㎡以上となるため自家発電設備もし
くは蓄電池設備としなければならないか。 

Ａ  渡り廊下の基準に適合し、消防用設備の設置基準

は(7)項と(1)項ロに分けて判定する。よって、(7)項
に対する屋内消火栓設備となるため専用受電設備に
よる非常電源とすることができる。 

渡り廊下の

基準に適合
（面積按分）

(7)項 (1)項ロ

(16)項イ 

屋内消火栓設備必要 屋内消火栓設備不要 
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